
（別紙１）

社会福祉法人指導監査結果

１ 指導監査実施法人 社会福祉法人ぱれっと

２ 指導監査実施年月日 令和６年１０月８日（火）

３ 文書指摘事項

区 分 指摘事項

前回監査時

文書指摘事

項

Ⅰ－３（１）

評議員の選任

令和６年２月２９日開催の評議員選任・解任委員会に

おいて、評議員選任を行っているが、新たに選任された

評議員から就任承諾書及び誓約書を受領していなかっ

た。

今後は、新たな評議員就任の際に就任承諾書等を受領

し、就任の意思表示を確認すること。

根拠法令等

社会福祉法第３９条

Ⅰ－３（２）

評議員会の招

集・運営

評議員会及び評議員選任解任委員会の招集について、

日時及び場所等が、理事会の決議により定められていな

かった。

今後は、適切に評議員会及び評議員選任・解任委員会

の招集を行うこと。

根拠法令等

社会福祉法第４５条第１０項により準用される一般法人

法第１８１条

評議員選任・解任委員会運営規程第７条

Ⅰ－３（２）

評議員会の招

集・運営

Ⅰ－４（２）

記録

貴法人の議事録において、次のとおり、適切に事務処

理が行われていない事例があった。

〇令和５年６月２日開催の理事会の議案に対し、議案を

決議した結果が、議事録において確認できなかった。

〇理事会、評議員会、評議員選任・解任委員会の議事録

について、定款又は評議員選任・解任委員会運営規程で

定める議事録署名人の署名が確認できないものがあっ



※文書指摘事項については、別記様式による是正改善状況の報告が必要です。

た。

今後は、議事内容を適切に議事録に残すとともに、議

事録署名を適切に行うこと。

なお、貴法人の定款又は評議員選任・解任委員会運営

規程に従った場合、理事会は出席した理事及び監事全員

の記名押印が必要であり、また、評議員選任・解任委員

会は議長及び出席した委員全員の記名押印が必要である

ことに留意すること。

根拠法令等

社会福祉法施行規則第２条の１５

社会福祉法第４５条の１４第６項

評議員選任・解任委員会運営規定第１３条

Ⅰ－４（１）

定数

理事及び監事について、定款第１５条に定める員数が選

任されていなければならないが、令和６年６月２７日開催

の評議員会において理事及び監事の任期が切れているに

もかかわらず、令和６年８月２日開催の評議員会で新たな

理事及び監事を選任していた。

今後、理事及び監事の任期について把握し、改選手続き

を遅延なく行うこと。

根拠法令等

社会福祉法第４５条の７第１項

定款第１５条、第１９条

Ⅲ－４（４）

その他

登記事項について、変更が生じた場合、資産の総額

は、会計年度終了３カ月以内に変更登記することとされ

ているが、令和５年度の資産の総額の変更登記がなされ

ていなかった。

今後は期限を遵守し、適切に変更登記を行うこと。

また、本件は前回と同様の指摘である。

根拠法令等

社会福祉法第２９条

組合等登記令第３条

〇


